
○ 他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連絡調整、他の介護支援専門員に対する助言、指導その
他の介護支援サービスを適切かつ円滑に提供するために必要な業務に関する知識及び技術を修得することを目的とし
て行われる研修を修了した者。【施行規則第140条の66第１号、第140の68第１項第１･２号】

１ 主任介護支援専門員の定義

主任介護支援専門員の概要

＜主任介護支援専門員研修＞
○受験要件【介護支援専門員資質向上事業実施要綱（平成26年7月4日 老発0704第2号 厚生労働省老健局長通知）】
介護支援専門員更新研修修了者であって、以下の①から④のいずれかに該当する者
① 専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して５年（60ヶ月）以上である者（管理者との兼務期間も算定可能）
② ケアマネジメントリーダー養成研修修了者又は日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャーであって、
専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して３年（36ヶ月）以上である者（管理者との兼務期間も算定可能）

③ 主任介護支援専門員に準ずる者として、現に地域包括支援センターに配置されている者
④ その他、介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する者であり、都道府県が適当と認める者

※ その他、質の高い研修を実施する観点から、都道府県において上記要件以外の要件を設定することも可能。

＜主任介護支援専門員更新研修＞
○受講要件【介護支援専門員資質向上事業実施要綱（平成26年7月4日 老発0704第2号 厚生労働省老健局長通知）】
主任介護支援専門員研修修了証明書の有効期間の更新を受けようとする者であって、以下の①から⑤のいずれかに該当する者
① 介護支援専門員に係る研修の企画、講師やファシリテーターの経験がある者
② 地域包括支援センターや職能団体等が開催する法定外の研修等に年４回以上参加した者
③ 日本ケアマネジメント学会が開催する研究大会等において、演題発表等の経験がある者
④ 日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー
⑤ 主任介護支援専門員の業務に十分な知識と経験を有する者であり、都道府県が適当と認める者

※ その他、質の高い研修を実施する観点から、都道府県において上記要件以外の要件を設定することも可能。

２ 資格取得･研修体系
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重点番号13：居宅介護支援事業所の管理者の資格要件に係る経過措置延長（厚生労働省）



居宅介護支援事業所及び介護支援専門員の業務等の実態に関する調査（平成２８年度）

○ 管理者が主任ケアマネジャー資格を保有する割合は、44.9%であった。
○ 「事業所内検討会の定期的な開催」、「事業所のケアマネジャーに対する同行訪問による支援（ＯＪＴ）」、「ケア

マネジメント業務に関する相談」について、管理者が主任ケアマネジャーであるほうが実施していると回答した割合が
高くなっている。

事業所のケアマネジャーに対し同行訪問による支援（OJT）を行っているか
（事業所調査票）

事業所のケアマネジャーに対し、ケアマネジメント業務に関する相談の時
間を設けているか（事業所調査票）

11.6%

18.9%

75.1%

81.0%

14%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理者が主任ケア

マネジャーでない

（n=594）

管理者が主任ケア

マネジャーである

（n=646）

定期的に相談の時間を設けている 随時相談を受けている 設けていない

※ケアマネジャー数が１名の事業所を除く。

44.9% 51.1% 3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理者が主任ケアマネジャーである 管理者が主任ケアマネジャーでない 無回答

管理者の主任ケアマネジャー資格の保有状況（事業所調査票）

42.4%

65.6%

53.7%

31.9%

3.9%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理者が主任ケア

マネジャーでない

（n=646）

管理者が主任ケア

マネジャーである

（n=594）

している していない 無回答

※ケアマネジャー数が１名の事業所を除く。

事業所内検討会を定期的に開催しているか（事業所調査票）

54.0%

66.3%

41.4%

30.2%

4.5%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理者が主任ケア

マネジャーでない

（n=594）

管理者が主任ケア

マネジャーである

（n=646）

同行訪問による支援を行っている 同行訪問による支援を行っていない 無回答

※ケアマネジャー数が１名の事業所を除く。

社保審－介護給付費分科会
第143回（H29.7.19） 参考資料1（抜粋）
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全体 主任ケアマネジャー数別の分布

無回答 平均0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人

居宅介護支援事業所数
（調査対象数） 1572 649 482 236 96 22 18 5 0 1 0 1 62 0.93

（割合） 100.0% 41.3% 30.7% 15.0% 6.1% 1.4% 1.1% 0.3% 0.0% 0.1% 0.0% 0.1% 3.9% －

H28 H29 H30 H31 H32

① 請求事業所数
（H28実績に直近１カ年の伸び率で推計） 39,471 40,423 41,399 42,398 43,421

② ①のうち特定事業所加算Ⅰを算定する事業所
（主任ケアマネジャーを２名配置する事業所） 395 404 414 424 434

③ 最低限必要な主任ケアマネジャー数（①＋②） 39,866 40,827 41,813 42,822 43,855

④
居宅介護支援事業所に勤務する主任ケアマネジャー
（H28実績に主任ケアマネ研修修了者のうち、居宅介護支援事
業所で勤務する者（H27実績：4,402人）を加えた人数）

28,463 32,865 37,267 41,669 46,071

⑤ 不足する主任ケアマネジャー数（④－③） ▲11,403 ▲7,962 ▲4,546 ▲1,153 2,216

（参考）主任ケアマネジャー数別の居宅介護支援事業所の分布

※居宅介護支援事業所及び介護支援専門員の業務等の実態に関する調査（平成28年度）

居宅介護支援事業所に勤務する主任ケアマネジャー数の推移

居宅介護支援事業所に従事する主任介護支援専門員の推計

社保審－介護給付費分科会

第152回（H29.11.22） 資料１（抜粋）
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IV 今後の課題

６．居宅介護支援

③ 質の高いケアマネジメントの推進

ア 管理者要件の見直し

居宅介護支援事業所における人材育成の取組を推進するため、主任ケアマネジャーで

あることを管理者の要件とする。その際、一定の経過措置期間を設けることとする。

○ 訪問介護のサービス提供責任者の任用要件や居宅介護支援事業所の管理者要件の見直

しについては、人材確保の状況について検証するべきである。

また、多職種協働によるサービス提供をマネジメントできる人材の育成と確保や、介護人材

の有効活用・機能分化、キャリアアップをより推進していく観点から、運営基準や介護報酬上

どのような対応が考えられるのか、検討していくべきである。

平成30年度介護報酬改定に関する審議報告（抜粋）
社会保障審議会介護給付費分科会（平成29年12月18日）

Ⅲ 各サービスの報酬・基準に係る見直しの基本的な方向

5



○ 地域の実情に応じた介護従事者の確保対策を支援するため、都道府県計画を踏まえて実施
される「参入促進」・「資質の向上」・「労働環境・処遇の改善」に資する事業を支援。

○地域住民や学校の生徒に対する介護や介
護の仕事の理解促進

○若者・女性・高齢者など多様な世代を対象
とした介護の職場体験

○高齢者など地域の住民による生活支援の
担い手の養成

○介護未経験者に対する研修支援

○過疎地域等の人材確保が困難な地域にお
ける合同就職説明会の実施

○ボランティアセンターとシルバー人材セン
ター等の連携強化

○介護事業所におけるインターンシップ等の
導入促進

○介護に関する入門的研修の実施、生活援

助従事者研修の受講支援等からマッチング
までの一体的支援（新規）

○将来の介護サービスを支える若年世代の
参入促進（新規）

○介護福祉士国家資格の取得を目指す外国
人留学生の受入環境整備（新規） 等

○介護人材キャリアアップ研修支援
・ 経験年数３～５年程度の中堅職員に対する
研修

・ 喀痰吸引等研修
・ 介護キャリア段位におけるアセッサー講習受
講

・ 介護支援専門員に対する研修

○各種研修に係る代替要員の確保

○潜在介護福祉士の再就業促進
・ 知識や技術を再確認するための研修の実施
・ 離職した介護福祉士の所在等の把握

○認知症ケアに携わる人材育成のための研
修

○地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ構築に資する人材育成
・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの養成のための研修

○認知症高齢者等の権利擁護のための人材

育成

等

参入促進 資質の向上 労働環境・処遇の改善

地域医療介護総合確保基金を活用した介護従事者の確保

○ 関係機関・団体との連携・協働の推進を図るための、都道府県単位での協議会の設置
○ 介護人材育成等に取り組む事業所に対する都道府県の認証評価制度の運営支援

○新人介護職員に対するエルダー・メン

ター（新人指導担当者）制度等導入のた
めの研修

○管理者等に対する雇用改善方策の普及

・ 管理者に対する雇用管理改善のため
の労働関係法規、休暇・休職制度等の
理解のための説明会の開催

・ 介護従事者の負担軽減に資する介護
ロボットの導入支援

・ 新人教育やキャリアパスなど雇用管理
体制の改善に取り組む事業所のコンテ
スト・表彰を実施

○介護従事者の子育て支援のための施
設内保育施設運営等の支援

○子育て支援のための代替職員のマッチ
ング

等

平成３０年度予算額
公費９０億円（国費６０億円）
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全国介護保険･高齢者保健福祉担当課長会議（平成30年３月６日）（抜粋）

７．介護支援専門員の資質向上等について
（２）居宅介護支援事業所の管理者要件の見直し【30年度介護報酬改定関係】

居宅介護支援事業所の管理者について、現行の人員基準では事業所ごとに常勤の管理者を置くとともに、その管
理者は介護支援専門員でなければならないとされている。

介護支援専門員の資質向上を図るためには、個々の事業所における人材育成の取組が重要であるが、管理者が介
護支援専門員の場合と主任介護支援専門員の場合で比較すると、主任介護支援専門員の場合の方が事業所内の介護
支援専門員に対する同行訪問による支援（OJT）の実施や、ケアマネジメントに関する相談の時間を設ける割合等
が高くなっている。

そのような状況を踏まえつつ、事業所における業務管理や人材育成の取組を促進させることで各事業所のケアプ
ラン、ケアマネジメントの質を高める観点から、平成30年度より、管理者を主任介護支援専門員とする人員基準の
見直しを行うとともに、その準備期間として３年間（平成32年度まで）の経過措置を設けることとしている。

主任介護支援専門員研修を含む介護支援専門員関連の法定研修については、地域医療介護総合確保基金において
研修を実施するために必要な経費に補填することで受講者の負担軽減につなげるメニューを設けており、各都道府
県におかれては、そのメニューの積極的な活用により受講希望者の受講機会の確保に努めていただくとともに、研
修開催日程や開催期間、定員等の設定に当たって、選択的な受講が可能となるよう各講義を個別開催とする等、現
任の介護支援専門員として事業所に従事している者が受講しやすくする工夫をお願いする。

また、研修の講義の一部又は全部を通信学習により実施することを可能としているため、例えばｅ-ラーニングに
よる通信学習を活用するなど、都道府県の実情も踏まえつつ適切な対応をお願いする。
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